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次期部分肉取引情報公表システム調達に係る調達支援業務 

企画競争応募要領 

 

１ 目的 

この要領は、「次期部分肉取引情報公表システム調達に係る調達支援業務」を行う事

業者を募集するものである。 

 

２ 事業の背景・内容 

（１）現行の部分肉取引情報公表システム（以下「現行システム」という。）の機器更新

を令和２（2020）年２月に行っており、令和８（2026）年度中に次期部分肉取引情

報公表システム（以下「次期システム」という。）への更改を行う予定である。 

（２）次期システムへの移行に当たり、第三者視点から現行システムの問題点を明確化

し、改善策を検討した上で、次期システムの調達に係る仕様書案の作成等、次期シ

ステムの調達支援業務を委託するもの。 

 

３ 業務契約期間 

  契約締結日から令和８年３月31日まで 

 

４ 予算額 

  5,000,000円以内（消費税抜き。） 

 

５ 参加資格 

「次期部分肉取引情報公表システム調達に係る調達支援業務調達仕様書」（別添１）

「10 入札参加資格に関する事項」によるものとする。 

 

６ 選定方法 

  応募者から提出された企画提案書等について、企画提案会で説明を受け審査し本

業務の委託事業者を選定する。 

 

７ 応募期間 

  令和７年４月３日（木）から令和７年４月18日（金）16時（必着）までとする。 

 

８ 応募方法 

  次期部分肉取引情報公表システム調達に係る企画競争参加表明書（別紙１）に記

入・代表者印押印の上、「14応募・問合せ窓口」宛てに郵送、電子メール等により提

出すること。 

 

９ 企画提案書等の提出 
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（１） 企画提案書は原則としてＡ４サイズとし、以下の事項を記載し、４部提出する

こと。 

ア 実施方針 

イ 実施体制（担当者数、人員配置計画、担当者の経験・資格・知識等） 

ウ 事業者又は担当者の実績 

エ 作業の具体的な内容やスケジュール 

オ 本業務を遂行する上での具体的な提案、工夫、アイデア 

カ 次期システムをオンプレミス又はクラウドとする際の検討の視点・方針 

キ 現行システムに対する情報収集の観点・方針等 

 

（２） 企画提案書に関連、付随する以下の資料を指定部数提出すること。 

ア 見積書（積算内訳書）（４部） 

イ 参加資格等に関する証明書の写し（１部） 

ウ 会社概要（パンフレット等）（１部） 

エ 直近の決算書（１部） 

（３） 提出期限及び提出方法 

    令和７年４月18日（金）必着 

    応募・問合せ窓口に郵送等で送付すること。 

    

10 企画提案会 

企画提案会は、以下のとおり実施する。 

（１）日時：令和７年４月22日（火）10:00～ 

（２）提案の方法：（３）の場所における対面又はWeb会議システムを用いたオンライ

ンにより実施する。 

（３）場所：公益財団法人日本食肉流通センターＧ棟３階大会議室 

神奈川県川崎市川崎区東扇島24番地 

（４）説明は、事前に提出した企画提案書及び関連・付随資料により、10分以内で行

うこと。 

（５）なお、応募者多数の場合は、書類選考により企画提案会の参加者を限定する場

合があり、書類選考の結果を令和７年４月21日（月）17時までに電子メールで通

知する。 

 
11 審査方法、審査基準及び審査項目 

（１）提出された企画提案書について、審査基準（別紙３）に基づいて採点・審査を行

い、採点した得点の最上位の者（最上位の者が複数ある場合は、最高得点を獲得し

た審査項目が最も多い者とし、更に当該数が同一の場合にあっては、審査委員会が

選定した者）を本業務の契約候補者とする。 

（２）審査については、非公開とする。 
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12 審査結果の通知 

審査結果については、企画提案会後１週間以内に参加者に対し電子メールにより通

知する。 

 

13 質問受付 

  応募に関する質問は、令和７年４月３日（木）から令和７年４月14日（月）16時ま

でに、電子メールにより応募・問合せ窓口に連絡すること。 

返答は令和７年４月16日（水）までに電子メールにより行う。なお、共通的な内容

は、必要に応じ日本食肉流通センターホームページに掲載する。 

 

14 応募・問合せ窓口 

公益財団法人日本食肉流通センター 情報部 安藤、石橋 

〒210-0869 神奈川県川崎市川崎区東扇島24番地 

電話：044-266-1172 

メールアドレス：jyouhoubu@jmtc.or.jp 







































 

 

（別紙２） 

暴力団排除に関する誓約事項 

  

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記１及び２のいずれ

にも該当せず、また、将来においても該当しないことを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被る

こととなっても、異議は一切申し立てません。 

また、日本食肉流通センターの求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に

記載のもの。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生

年月日の一覧表）を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所を

いう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関

与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）であるとき 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的又は積極的に暴力団の維持、又は運営に協力し、又は関与してい

るとき 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを利用するなど

しているとき 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

とき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（１）暴力的な要求行為を行う者 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

（４）偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

（５）その他前各号に準ずる行為を行う者 

  

上記事項について、企画競争参加表明書の提出をもって誓約します。 



（別紙３）

１　業務の実施方針・業務計画等について

注：必須項目で0点の項目があった場合は、契約候補者としないことがある。（以下同じ。）

1-1 仕様書記載の業務内容につい
て、全て提案されているか。

〇
Ａ：全て提案されている　     10点
Ｂ：おおむね提案されている    5点
Ｃ：全く提案されていない      0点

10

1-2

業務ごとに必要な作業期間が
示され、業務の履行期間内に
遂行することができるスケ
ジュールが示されているか。

〇
Ａ：適切である　             10点
Ｂ：おおむね適切である       ５点
Ｃ：適切でない               ０点

10

1-3
業務を遂行する上での具体的
な提案、工夫、アイデアが示
されているか。

Ａ：具体的で良い内容である               20点
Ｂ：おおむね具体的な内容である           10点
Ｃ：やや具体性に欠ける内容である         ５点
Ｄ：示されていない又は不適切な内容である ０点

20

1-4

次期システムをオンプレミス
又はクラウドとする際の検討
の視点や方針が示されている
か。

Ａ：大変良い内容である　　　　　　       20点
Ｂ：良い内容である　　　　　　　　　     10点
Ｃ：乏しい内容である   　　　　　　　　　５点
Ｄ：示されていない又は不適切な内容である ０点

20

1-5

現行システムに対する情報収
集の観点、方針等について独
自の工夫や提案が見られる
か。

Ａ：大変良い内容である　　　　　　       20点
Ｂ：良い内容である　　　　　　　　　     10点
Ｃ：乏しい内容である   　　　　　　　　　５点
Ｄ：示されていない又は不適切な内容である ０点

20

1-6

仕様書に明示された内容のほ
か、事業の目的に適したより
良い成果をあげるための独自
の工夫や提案が見られるか。

Ａ：大変良い内容である                   20点
Ｂ：良い内容である                       10点
Ｃ：乏しい内容である                     ５点
Ｄ：示されていない又は不適切な内容である ０点

20

２　業務の実施体制について

2-1
仕様書記載の業務内容を履行
期間内に確実に実施できる体
制が組まれているか。

〇

Ａ：妥当である　　　　　　　10点
Ｂ：おおむね妥当である　　  ７点
Ｃ：あまり妥当でない 　     ５点
Ｄ：全く妥当でない          ０点

10

次期部分肉取引情報公表システム調達に係る調達支援業務に係る審査基準

番号 評価項目 審査基準 配点
必須
項目

番号 評価項目
必須
項目

審査基準 配点



３　組織及び業務従事者の経験・能力

3-1
業務を行う上で適切な財務基
盤、経理処理能力を有してい
るか。

〇
Ａ：妥当である　　　　　　　５点
Ｂ：全く妥当でない          ０点

5

3-2

システムの更改に関する十分
な知見を有し、本事業の遂行
に必要な知識・経験を有して
いるか。

〇

Ａ：妥当である　　　　　　　10点
Ｂ：おおむね妥当である　　  ７点
Ｃ：あまり妥当でない 　     ５点
Ｄ：全く妥当でない          ０点

10

3-3
過去の情報システムに係る調
達支援業務等の実績は十分な
ものか。

Ａ：妥当である　　          20点
Ｂ：おおむね妥当である　　  10点
Ｃ：妥当でない 　　　       ０点

20

４ 積算内容

4-1
本業務を円滑かつ効率的に遂
行できる積算内容となってい
るか。

〇

Ａ：妥当である　　　　　　　10点
Ｂ：おおむね妥当である　　  ７点
Ｃ：あまり妥当でない 　     ５点
Ｄ：全く妥当でない          ０点

10

番号 評価項目
必須
項目

審査基準 配点

番号 評価項目
必須
項目

審査基準 配点


